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運転場面におけるリスクテイキング行動の一貫性検証

中井宏*・臼井伸之介*

An Examination of Consistency in Tending to Engage in Risk-taking 

Behaviour while at the Wheel 

Hiroshi NAKAI* and Shinnosuke USUI* 

Traffic psychology researchers have discussed the consistency in tending to巴ngagein risk-

taking behaviour (i.e. risk-taking liability). A naturalistic observation at a T-shaped inters巴ctlOn

in the absence of traffic signals but with a stop sign was carried out to verify its consistency 

Observation results revealed that many variables (stop， speed， directional indicator， seat belt use， 

the number of times the driver turned his/her head， etc.) have statistically significant associa-

tions， to be concrete， drivers wearing th巴irseat belts tend to obey stop signs， make turn signals， 

have more head turns， and drive more slowly. 1n addition， almost all variables of the drivers' 

observed more than once evidenced the stability of an individual's risk-taking behaviour 

Furth巴rmore，factors inf1uencing driving behaviour were not only driver characteristics but also 

external conditions. Mor巴sp巴cifically，the presence of passengers， pedestrians and vehicles on the 

priority road inf1uenc巴ddriving behaviour. A 白DrivingSchema Model Based on Safety Motives' 

was suggested based on observation results 

key words: risk-taking， schema， T-shap巴dintersection， safety motiv巴， dri九1I1g

1.問 題

近年交通事故による死者数は減少を続けている。

瞥察庁の報告によれば 2005年には 6，871人とな

り，過去最多の 16，765人を記録 した 1970年の約

41% にまで減少した。しかし，交通事故発生件数自

体は 100万件近く を推移しており，道路交通の安全

性が向上したとは言い切れない現状がある。

違反や不安全行動によってのみ交通事故が発生す

るとは考えにくいが，これらは交通安全対策を講じ

る上でjl箆んじることのできない要因である。交通心

理学では“Aman driv巴sas he lives" (Tillman & 

Hobbs， 1949)という言葉があるように， 事故の潜

在的要因としての ドライパーのバーソ ブリティが注

目されてき た。本研究はその中でも近年関心を集め
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ているリスクテイキンク (risk-taking)l'rYl!Jについ
て，交通心理学的立場から調査 ・検討を行ったもの

である。

リスクテイキンクとはリスクを承知で行動を敢行

することであり，広義lこは結婚や就職等の中長期的

スパンでの出来事も含まれるが，本研究では交通場

面における違反や不安全行動に絞っ た。一般的に，

違反やリスクテイキンク吊行動を行う ドライパーほど

安全意識が低く ，事故を起こしやすいと思われがち

である。この考え方によれば， シート ベルトを着用

しているド ライノ〈ーは市ffJ1，をきちんと行iい，スピー

ドも控えめであるだろう し，逆にシー トベルトを着

用していなし川、ライパーは確認をおろそかにし，ス

ピードも出すであろう， となる。

先行研究では， シートベルト を着用している ドラ
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Figure 1 安全hl、識[1:1心モデル(左)と次元独立モデル(右)(吉田， 1995) 

イパーほど車間距離が長くなるこ と(Evans& Wa 

sielewski， 1983)や. -JI寺停止したトライバーほど

方向指示器の実施率が高 いこと (Ugwuegbu，

1977)，確認回数が少なし川、ライハーほと交差点接

近速度が高く ，減速度が低いこと(吉川 ・蓮花，

1995)が示されている。

一方で，吉田(1995)は交差点における安全確認

の履行率にシートベルト着用者と非着用者で差異が

ないことを示しこれらの リスクテイキング行動は

それぞれ独立であると指摘した。すなわち，ある場

面で安全な行動をと った ドライバーが他の場面でも

安全な行動をとるとは限 らな いとい う考え方であ

る。吉岡はこれら2つの考え方をモデル化し (Fig

ure 1)，前者を 「安全意識中心モデルJ，後者を「次

元独立モデル」とした。さらに，運転行動はスキー

マ化されたものであるとし，各々のスキーマが場面

に応じて活性化するという「場面対応スキーマモデ

ル」を提唱している。

本研究では 2度の観察調査を実施し，運転場面に

おける リスクテイキンク‘行動の一貫性(リスクテイ

キンク傾向)を検討することにより，既存モテルの

妥当性を検証する ことを目的とした。ここでの一貫

性とは「複数の行動指標聞の一貫性」だけでなく ，

「同一指標における複数日間の一貫性」も含めた 2

種類を指す。 これ らのいずれもが認められない場

合，各運転行動が独立であるという次元独立モデル

が当てはまり，複数の行動指機聞の一貫性が認めら

れれば安全意識中心モテ、ルが支持されたと言える

(Figure 2)。一方で，複数日にわたる同一指標のー

質性が認められた場合， ドライバーの行動は状況に

応じた運転スキーマが活性化したもの，すなわち場

而対応スキーマモテ‘ルに基つくと考え られる。

吉田(1995)は場面対応スキーマモテルについて

「シートベル ト着用と交差点行動のように共通性の

複数日に渡る同一指標の一貫性
あり | なし

あり
複数の
行動指
標聞の
一貫性

‘中心モデル

E
V
 

S

，
 

モム蕊独一%次

Figure 2 行動一貫性から見た既存モテ'ルの位置
っけ

小さいスキーマは相関しない」と述べているもの

の，各スキーマ問の関連について，ほとんどの先行

研究では lつの調査につき 2つ程度の行動指楳 し

か記録 ・分析されていなし、。そこで，本研究では交

差点場面で見られるできるだけ多くの行動指標を

扱った。

2.方法

2.1 観察場所

Figure 3に示す大阪大学吹田キャンバス内 T字

型無信号交差点において観察調査を行った。観察地

点は，本学教職員・学生だけでなく.2社の路線パス

やタクシー，工事用大型車両，貨物車両，民間業者

の車両が l時間あたり約 300台通過する地点で

あった。高齢 ドライパーが比較的少ないことと歩行

者に子どもや高齢者がほとんどいないこと以外は，

幅員や道路楳識，路面標示いずれも公道と全く閉じ

であった。

観察地点で、の側方視距離は，蓮花(1993)のil[lJ定

手法を用いた場合，左方は 50m以上，右方は 37.8

mであり，交差点は標識によ り-JI寺停止が義務づけ

られていた。
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カメラ 2ロ

は観察対象車両の後部から横断歩道付近を，カメラ

4は地上 14階から優先道路の様子を記録した。ま

た，自然な状態での運転行動を観察するため， ドラ

イパーが観察されていることに気づかないよう植え

込みの陰等に設置した。さらに，観察者 l名も交差

点近くの植え込みに隠れ， トランシーバーを用いて

音声による記録補助を行った。調査終了後 4画面

分割装置を用いて 4つのカメラの画像を合成する

と同時に，タイマーレコーターを接続して 100分の

l秒単位でタイマーを入力した。

観察調査対象交差点略図

2.2 観察日時

l度目の調査は 2003年 11月から 12月 2度目

の調査は 2004年7月の平日の晴天時に行われた。

観察H寺聞は調査 lにおいて 9時30分から 11時30

分を 3日間と， 13時30分から 15時30分を 2日

間の計 10時間，調査2では 8時から 10時を 5日

間の計 10時間であった。

Figure 3 

2.5 観察記録項目

記録項目は，車体色，ナンバー，車種，ドライバー

の性別，年代 (30歳未満.若年，30~59 歳:中年，

60歳以上.高年)，シートベルト着用の有無，携帯

電話使用の有無，同乗者の有無，合図の有無(停止

線30m前の地点，右折直前)，一時停止 ・瞬間停止

の有無(調査 1では 2秒以上の完全停止を一時停止

と定義したが， 一時停止率がかなり低いため，調査

2においては 2秒未満の停止も含めて瞬間停止と 11乎

ぶ)，安全確認回数，優先道路接近車の有無，横断歩

道付近歩行者の有無， approach time (停止線手前

2.3 観察対象車両

観察対象車両は，非優先道路を北か ら南へ進行

し，優先道路に右折する車両である。先行車両の影

響を受けない状況での運転行動を記録するために，

先行車両とのギャップが5秒以内のものはデータ

から除外した。この結果，観察対象車両の総数は調

査 lで855台，調査2で 1，115台だった。

2.4 調査機材

観察には複数台のデジタルビデオカメラ(調査 l

では Figure3中のカメラ lおよび4，調査2では

カメラ lから 4)を用いた。カメラ lは，観察対象

車両の正面から車内とナンバープレー卜を，カメラ

2は地上 6階から交差点内全体の様子を， カメラ 3
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30 mからの所要H寺間.以下 AT)，checking time 

(停止線通過から交差点進入までの所要時間 以下

CT)， turning time (交差点進入から右折完了まで

の所要H寺間.以下 TT)である。

「観察対象車両が停止線にさしかかった瞬間に，

俊先道路の左右 30m以内にある他車両」を接近

車，I観察対象車両が停止線までの 30mを走行し

ている聞に横断歩道を横断する， もしくは横断しよ

うとする歩行者jを横断歩道付近の歩行者と定義し

fこ。

これらの指標のうち，停止線から 30m手前の地

点、における合図の有無ム瞬間停止の有無に関して

は，調査 2においてのみ記録した。

2.6 分析手法

記録したこれらの変数について， ドライパー特性

と行動の関連および各行動指標聞の関連を分析する

ために，質的データとして記録された行動指標に関

してはロジスティック回帰分析を，量的データとし

て記録された行動指標に関しては重回帰分析を行っ

た。独立変数として用いる指標は，従属変数となる

指楳よりも11寺間的に前に生起する行動指標を用い，

ステップワ イズ法によ り有意な変数を 111買に投入し

fこ。

回帰係数は，他の独立変数の影響を統制した際の

相関関係を表す指標であるため，独立変数聞の相関

が非常に高い場合，多重共線性の問題が生じる。そ

こで調査2の分析では， 30 m手前地点における合

[g[と右折直前の合図，瞬間停止と一時停止の各組み

合わせに|刻しては， それぞれ 30m手前地点、におけ

る合図， I瞬間停止だけを投入した。

また，車体色，車種，ナンバープレートから復数

回観察できた車両を特定し，歩行者や接近車がない

場合の個人内一貫性の検定，および歩行者や接近車

がない場合とある場合を個人内で比較した際の行動

変容の分析も行った。

3 結 果

3.1 結果の概要

職業ドライバーのバイアスを避けるため，自家用

の普通車，軽自動車のみを分析対象としたところ，

分析対象の台数は調査 lで549台，調査 2で816

台とな った。単純集計結果を Table1に表す。

2分変数以外の行動指標の平均値は，調査 lにお

いて臨認回数 3.19回 (SD=1.10). AT 3.47抄 (SD=

0.63). CT l.75秒 (SD= 0.55). TT 2.20 秒 (SD=

0.63)，調査 2ではそれぞれ3.33巨[(SD = l.32). 

3.56抄 (SD= 0.62). 2.02秒 (SD= 0.54)， l.90秒 (SD

=0.63)であ った。

3.2 各行動指標間の関連

Table 2および Table3に示すとおり，多くの行

Table 1 調査 lおよび調査2の単純集計結果

調査 l 調査2

台数 549台 816台

年 代 若 21.1% 1*174.0% 高4.9% 新 19.9% 中73.3% 高6.8%

件目I[ 1):)90.2% -tx. 9.8% 1):)81.1% 女 18.9%

ベルト 千f77.4% ~!!l22 .6% 合75.4% 力!l24.6%

j}(j帯電話 {~J 2.9% 1!!¥97.1% 合 0.7% ~!!\ 99.3% 

同乗者 千j15.9% !!!( 84.1% 合25.4% lHl74目6%

-[1寺停止 千j 5.4% !!ll94.6% 千j' 4.0% J!!¥96.0% 

瞬間停止 {~j 6.6% 1!!¥93.4% 

30 m前合図 一一一一一一一一一 合61.3% 1!!¥48.7% 

直前合図 {-j 95.1 % Jm 4.9% 合95.9% 1!!¥ 4.1% 

後近車 イヲ27.7% 1!!( 72.3% 向28.3% 無 71.7%

歩行者 合 4.6% 1!!l95.4% 合 13.2% 111l86.8% 
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下段はオッス比を表す)

独立変数 (共変訟) Nagelkerke 

中年 高年 女性 ベルト 同乗者 30 m前合図 直前合図 jjy帯電話 接近車 歩行者 一時停止 瞬間停止 確認回数 i¥'1、 Cl rT Rt 

------
1.69** 4，07ヰヰ本

--------------
調査 l

~ ~ 
0.370 

5.41 58.25 
一時停止

1，25* 4.05*京

----------
調査 2

~ 
0，375 

3.48 57.45 

調査 l
~ ~ ~ 

------------------------------------------------------------------------
~ ~ ~ / 

瞬間停止
~ ~ ~ ~ ~ 

--------------------------------- ------------------------
~ ~ 

--------
~ 

-0.89* 1.74本 1.24本牢 2.84*本

-------
調査2

~ 
0，299 

0.41 5.69 3.46 17.11 

i是 0，58* 

------- ------ -------
調査 l

---------- ------
~ 

0，018 
Ji員 1.78 
シー トベ ルト

変

----------

数 調査2

----------調査 l
~ ~ ~ 

------------------------------------------------------------------------
~ 

--------

~ 

------30m前合図 ~ ~ ~ ~ ~ -------------------------------- ---------- ---------------------------~ ~ ~ 0.4日本 1.09*** 0.43* 

------
0，081 

調査2
1.62 2，99 0.65 

-------------------
1.27* 

----------

0.92*** 。171
調査 l

----------------
0，28 

-------
2.52 

直前合図
1.40キ 0.75* 

-------
0.36* 0，072 

調査2
~ ，1.05 2，11 1.44 

ロジスティ yク回帰分析結果(上段数値はロジステインク回帰係数を，Table 2 

↑ρ<，1， * p<，05， ** p<，Ol， *** p<，OOl 
は変数投入していないことを示す 空間は非有意

重回帰分析結果 (数値は標準化係数)

独立変数 (共変量) 修正済み

中年 高年 女性 ベル卜 同乗者 30 m 前合図 直前合図 m帯電話 接近車 歩行者 一時停止 l跨間停止 確認回数 i¥l CT rT R' 

調査 l 0.081* 0，198**キ

------
0.142*** 0，061' 0.175ネキキ 0.161キヰ*

---------- -------
0，299**キ 0.268 

6~M!'回数
調査2 0.127本帥

-------
0，054' 0.207*** 

---------

0，187*** 

-------
0.379*** 0.318 

調査 l 0，083* 0.128*** 

------
0.076' 0.133*本 0.279*** 

--------- -------
0.143 

属変数従

AT 
調査2 0.125*** 0，093** 0，112キホ 0.129*本*

-------
0，097** 

----------

0.279キキ*

-------
0.156 

調査 l 0，082* 0.092キ

--------
0.175*** -0，088* 

-----------

0，299*** 0.333*本*

-------
0，285 

CT 
調査2 0，116本** 0.047** 

-------
日 177本**

----------

-0，068* 0.324*** 0，392本年半

-------
0，398 

調査 l -0，075本

-------
0.234キキネ

-----------

0.267*** 0，086* 0，227*** ~ 0，307 
1'1 

0.066* 0，072本

-------
日 146***

---------
-0.100本* 0，263キキ* 0，113** 0.184本*本レ/調査2 0.265 

Table 3 

( 

仁刀
t P<，l. * p<，05， ** p<，Ol， *** p<，OOl 

は変数投入していないことを示す 空欄は非有意
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動指標聞に有意な関連が見られた。TabJe2， Table 

3の行動指標のうち， 2分変数に関しては 10(な

し)/1(あり)Jの形式で変数投入している。 また，

TabJe 2に示された年代のオッス比は若年に対する

値である。

決定係数が小さいものもあるが， ゾー卜 ベルトを

着用している ドライ バーは，瞬間停止率が非着用者

の5.69 イ音 (B= 1.74， ρ<.05， Exp(B)=5.69)， 30 m 

手前地点での合図実施率が非着用 ドライパーの約 3

倍 (B=l.09，p < .001， Exp(B)= 2.99)，右折直前の合

図実施率も約2倍(調査 2:B = 0.75， P < .05， EXIコ(B)

=2.11)となり，自在認回数も多くなる ことが明らか

となった(調査 lβ=.198，p<.001，調査2β=.127，

P <.001)。ま た速度指標についても，ATが長く

なった(調査 2:s=.112，p<.01)。

さらに， 一時停止や|瞬間停止をするトライパーほ

と確認回数が多く(一時停止:β=.161，p<.001，J瞬

間停止:β=.187，p<.001)，ATが長くなる (-11寺停

止ーβ=.279，p<.001，t瞬間停止・β二 279，p< .001)。

また，確認回数が多い ドライノミーほど CT(調査 lβ

=.299，p<.001，調査 2β=.324，ρ<.001)，TT (調

査 1:β=.267，ρ<.001，調査 2:s=.263， p< .001)が

長くなる ことが示された。

携帯電話の使用については，携帯電話を使用して

いるドライパーほど右折直前の合図実施率が低いこ

と(調査 1:B= -l.27， p<.05， Exp(B)=0.28)や確

認回数が少ない傾向 (調査 1:β= -.061，p<.I，調査

2:s=一.054，ρ<.1)が示唆された。

Table 2および Table3を概観すると， 多くの行

動指標聞に有意な関連が見られ，ある行動指標に関

してリスキーなドライパーは他の指襟についても不

安全な行動をとることが示されており，また調査 1，

2の結果は概して一致していた。

3.3 外的要因の影響

本研究の観察調査では，外的要因と して接近車，

横断歩道付近の歩行者，同乗者の有無を記録した。

回帰分析の結果，接近車がある場合は，一時停止

率(調査 1:B= l.69， p< .01， Exp(B)=5.41，調査 2:

Bニl.25，p<.05， Exp(B)=3.48)や瞬間停止率 (B=

l.24，ρ<.01， Exp(B)=3.46)が高くなり，確認回数

が増えること(調査 Iβ=.175，p<.001，調査 2:β=

.207，P<.001)が示された。

さらに，歩行者がある場合にも，一時停止率(調

査 1:B=4.07，ρ<.001， Exp(B)=58.25，調査 2:B= 

4.05， p<.OI， Exp(B)=57.45)や瞬間停止率 (B=

2.84，戸<.01， Exp(B)= 17.11)が高くなることが明

らかとなった。 また Tabl巴3より，同乗者や歩行

者，接近車があるほど全ての時間指標が有意に長く

なることから， ドライパーの運転行動は他の道路

ユーザミ喜一の外的要因の影響を受けると安全な方向へ

シフ トすると言える。

3.4 年代差・性差

ロジスティ y ク回帰分析の結果，男性よりも女性

の方が 30m前の地点における合図実施率が約

l.6倍高いことが明 らかとなった (B=.49，ρ<.05，

Exp(B)= l.62)。また調査 2では， 交差点直前での

合図実施率にも性差が見られ，女性ほど実施率が高

かった (B=l.40， p< .05， Exp(B)=4.05)。さらに，

調査 lでは女性ほど CTが長くなり (β=.092，ρ< 

05)，多くの先行研究と同様に男性の方が リスクテ

イキング行動を敢行しやすいという結果を得た。

また，若年 ドライ パーに比べて他の年代の ドライ

パーはAT (調査 I高年 ドライバー;β=.083，ρ<

.05，調査 2 中年 ドライバー;β=.125，p<.OOI高

年 ドライパー ;s=.093，p<.01)， CT (調査 l高年

ドライパー， β=.082， P < .05)が長かった。しかし

逆に，調査 lにおいては高年ドライハーの確認回数

が有意に少ないことが明らかとなった(s=-.081，

p<.05)。

3.5 外的要因の詳細分析

調査 2は連続 5日間の同時間帯に実施 したため，

同一 ドライノぐーの複数回のデータを記録することが

できた。外的要因による影響を ドライパ一個人内の

要因として扱うために，楼近車も歩行者もない場合

を統制l条件，接近車だけがある場合を接近車条件，

歩行者だけがある場合を歩行者条件とし，各条件で

の行動について対応のある t検定を行った。接近車

条件と統制条件のデータ を記録できたドラ イパーは

69名，歩行者条件と統制条件のデータを記録でき

たドライパーは 18名，3条件すべてのデータを記

録できたドライパーは6名だった。

行動指襟のうち直前合図，一時停止，瞬間停止に

ついては分布が極端に偏ったため，統計分析は行わ



中井 ・臼)1::逆転場I(，iにおける リス クテイキ ング十d)jJの一口十1:検証 ( 7 ) 

なかった。また，外的要因の一つである同乗者に関

しては，統1111J条件において同乗者がある場合とない

場合のF町方を記録で‘きた l、ライパーが 6名しかい

なかったため， ここでは検討しなかった。

CTは統制条件と接近車条件を比較すると， 1.92 

抄に対して 2.23秒(1(74)=-5.94， p<.OOl)， TTも

1.81 ;抄と 2.25秒(1(7.1)=-4.91， p< .001)となり，倭

近車条件のほうが有意に長かった。さらに，確認回

数についても 2.92回に対して 4.08固と 多かった

(t(7'1)二一6.44，ρ<.001)。

問機に，統制条件と歩行者条件を比較すると AT

は3.59秒と 4.08秒となり ([(23)=-2.46， P < .05)， 

隙認回数も 2.71回に対して 3.25固と有志差が見ら

れた ([(23)=-2.18， p<.05)。他方，横断歩道通過後

の行動指標である CT，TTについては有志差が見ら

れなかった。

分析の結果，同一 ドライパーの行動であ っても，

外的要因(接近車や歩行者)の有無によ って行動が

変化することが明らかとな った。さらに，この変化

は全ての行動指標について，行動がより安全な方向

へシフ 卜することを示している。以ヒから，他の道

路ユーザという外的要因は危険回避を促進する要因

として作用すると言え， ドライ バーの行動に言及す

る際には欠かすことのできない要因である。

3.6 個人内一貫性の検討

次に統制条件において 2回のデ ータを記録でき

たドライパーについて，相関分析や一致係数を用い

て行動の一貫性を検証した (N=93)。

l回目データと 2回目データを相関分析したとこ

ろ，Table 4に示すとおり AT，CT， TTについてそ

れぞれr=.54(p<.OOl)， r=.39 (ρ<.001)， r=.29 

Table 4 統制条件における量的変数の一貫性

平均値標準偏発 内意1権率 相関係数

AT 
l回目 3.49 0.55 
2回目 3.47 0.45 

p< 001 γ=.54 

CT 
l回目 1.84 0.37 
21:e:J目 1.91 0.40 

ρ<.001 γ=.39 

TT 
l回目 1.82 0.53 
2回目 1.61 0.40 

ρ=.004 r=.29 

確認回数 l回目 2.90 0.79 
2回目 2.99 0.85 

ρ<.001 γ=.77 

Table 5 統治11条件における質的変数の一民tll・

2回目
シートベルト 合計

着j羽 非着用

1 IE:I目
活J:l'l 64 10 74 

非着用 5 14 19 

ぷ1弘1、きF.J- 69 24 93 

2回目
30 m手前合図 iL-h3きi'.-I

あり なし

1 1互IEI
あり 32 21 53 

なし 13 27 40 

d1-bJ 、 宝ill- 45 48 93 

(ρ<.01)となり，速度選択において個人内一貫性が

認められた。また，確認回数についても r=.77(ρ< 

.001)となり，速度と問機に一貫性があ った。

次に， シートベルト， 30 m前地点での合図に関

して， 1回目と 2回目の一致率を示す κ係数を求め

たところ，それぞれκ=.548，κ=.272と若干低い値

とな ったが，相会Iリスクを算出するとそれぞれ RRs

= 3.286 [95%信頼区間・1.540-7.012]. RRs = 

1.858 [95%信頼区間:1.130-3.054Jとなり，個人

内一貫性が認められた (Table5)。

4. 考 察

本研究の一時停止率は調査 Iでは 5.4%，調査 2

でも 4.0%，また|瞬間停止率は 6.6% にととま った

が，小森 ・江上 ・高幡 ・西江 ・水野 ・杉元 ・総永 ・

志堂寺(1 996) でも-11寺停止率は 2~8% と低 く ， 本

研究もそれに合致 した。

シートペノレ卜着用率は調査 lで77.4%，調査 2

で75.4%であり，これは警察庁 ・JAFの合同調査

(2005)で得られた大阪府の着用率 89.8%よりも低

かった。 しかし， 2004年 5月に本調査の観察地点

から約 2km離れた片側3車線の公道で行った調査

(未発表)での着用率は79.0%(N=447)であり，本

調査との聞に有意な差は見られなかった。このこと

から，本研究の結果はキャンパス内にとどまらず，

公道に対しでも展開可能であると言える。

多くの先行研究では，性別に関しては男性，年代

に関しては若年ドライバーほどリスクテイキンク行

動を敢行しやすいとされている。本研究では，高年

ドライパーや女性ドライパーの比率が他の属性に比
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べて小さかったものの，先行研究と合致する結果が

得られた。年代差に関して， [1コ・高年ドラ イパ は

ATがより長いことから， 若年卜、ライパーは他の年

代のドラ イパーよりも高速で走行することが示され

た。逆に，高齢 ドライパーほと、有意に確認回数が少

なくなる ことから，高齢ドライ パーに多く見られる

出合い頭事故の要因として雌認不足が示唆された。

高齢ドラ イパーの交差点事故には，認知機能の衰え

を含めた注意の問題が関与していると言われている

が (e.g.Hakamies-Blomqvist， 1996; K巴skinen，

Ota， & Katila， 1998)，本研究もこれを支持したと考

えられる。

次に既存モデルについては，非常に多くの行動指

標がそれぞれ有意に関連している ことから，運転場

面における行動が独立であるという次元独立モデル

は棄却された。さらに，交差点付近でのスキーマに

含まれると考えられる合図や 3つの時間指標， 一時

停止，安全確認の間だけでなく ，シー トベルトの着

用や携帯電話との聞にも有意な関連が見られたこと

から，共通性の高いスキーマだけが関連するという

場面対応スキーマモデルに矛盾が生じた。

以上の結果から，Figure 2に従えば，安全意識中

心モテルが支持されたと言える。しかし，統制条件

における複数回の行動に一貫性が認められたこと

や，多くの行動指標が接近車や歩行者の有無によ っ

て大きく変化することから，運転行動の多くはス

キーマ化されたものであり自動的に処理されている

という点やドラ イパーの行動が場面や状況に規定さ

れると いう点については，場面対応スキーマモデル

が関与している可能性も否定できなし、。

特に，一時停止の有無には交差点における見通し

ゃ優先道路の交通量，時間帯，道路標識や路面標識

などの道路環境が大きな影響を及ぼすこと (e.g.

Ugwuegbu， 1977;松浦， 1983， 1985; McKelvie & 

Schamer， 1988)， また確認回数も優先道路の通過

車両台数に依存する こと (蓮花， 1993; Keskinen et 

al.， 1998)など，外的要因がドライパーの行動を規

定する ことはよく知られている。本研究の結果もこ

れらに合致したことから，安全意識だけでなく外的

要因を組み込んだモデルの構築が必要である。

5. 総合論議

5.1 モデルの妥当性検討と新たな運転モデルの構

築

本研究では， リスクテイキング行動の発生過程に

ついて， リスクを敢行しやすい人や回避しやすい人

の区別があるのか，すなわち「リスクテイキング傾

向」という概念があるのか，それと もリスクテイキ

ング行動は場面や状況に応じてよ ってのみ生起する

ものであって，['リスクテイキンク傾向」という概念、

はないのかという点について，観察調査により明ら

かにした。観察調査から異なる種類の行動指標聞に

も，同一指標内にも個人内一貫性が認められ，特に，

交差点における行動指標の間だけでな く，スキーマ

としての共通性が小さいと考えられるシートベルト

との聞にも一貫性が認められたことから，['リスク

テイキング傾向」を肯定する「安全意識中心モデル」

が支持されたと言える。しかし，接近車条件や歩行

者条件と統制条件を比較すると，他の道路ユーザが

ある場合には，行動が安全な方向へシフトする こと

が示された。すなわち，運転行動は内的な要因だけ

によって規定されるのではなく ，外的要因を行動の

規定因とした「場面対応スキーマモテル」も否定で

きなし、。さらに，同一 ドライパーの複数回のデータ

に一貫性が見られた点に関 して，運転行動の多くが

経験によって形成されたスキーマに基つ‘くものと捉

えれば合理的な説明がつくことから，両モテ‘ルの妥

当な部分を合わせた「安全意識ベース運転行動ス

キーマモデルJ(Figure 4)を提唱する。

このモデルには 4つの特徴的な点がある。まず，

ドライバーの行動をある特定場面における行動と，

中長期的 ・対リスク行動の 2側面に分類した点で

ある。特定場面における行動とは，速度や確認回数，

合図といった場面ごとに変化するものであり，中長

期的 ・対リスク行動とはゾートベルト着用行動や広

くは車種選択，定期的な車検といったものを指す。

2点目として，特定場面における行動と中長期的 ・

対リスク行動はスキーマの共通性が小さくとも相互

に関連しており，これら 2側面の行動の主たる規定

因として安全意識を位置つけた点である。 3点目

は，統制条件における複数回のデータに一貫性が見

られたことから，特定場面ではその場面や状況に対

応するスキーマが形成されており，外的要因の影響
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| 安全意識

I."~22TT22f航された~E21124う

=叶中長期的対リスク行動|

時間の流れ

Figure 4 安全意識ベース運転行動スキーマモテノレ

を受けない状況では，意識の有無にかかわらず自動

化された行動が行われるとした点である。また，本

研究の結果から断言することはできないものの，運

転スキーマが形成される段階(初心運転者期間)で

は， ドライパ一個人がもっ安全意識をベースとした

スキーマが形成されると考え られる。最後に，外的

要因の影響を受ける状況では，概してドライバーの

行動が安全な方向ヘシフトすることが明らかとなっ

たが，このときの行動変容に対しでも安全意識が作

用するとした点である。 例えは，歩行者がある場合

には一時停止率が高くなるものの，すべてのドライ

ノ〈ーが停止するようになるのではなく個人差が生じ

る。この個人差を安全意識で説明しようとするもの

である。ただし，その行動規定因とした安全意識そ

のものの概念がいまだ不明であるうえ，本研究では

ドライパーの意識調査を実施していないことから仮

説の域を出ないため，今後は安全意識を梢成する

種々の要因と行動の比較を行う必要がある。

5.2 本研究の意義と課題

本研究では対象車両数の多い観察調査を 21支に

わたり実施し，両調査結果から得られた知見がほぼ

一致していることから，極めて信頼性の高い研究で

あると考えられる。さらに，先行研究では扱われる

ことが少なかった合図を含め，多くの行動指棋を記

録したことにより，さまざまな種類の運転行動の関

連を検証することができた。

ただしシートベルトや携帯電話を除く 合図や安

全確認 -11寺停止，速度なとの指標はいすれも交差

点において現れる行動jであるため，より共通性の小

さいスキーマ閣の検討を行うためには，例えは高速

道路と一時停止交差点のように，場面を異にした比

較が必要である。しかし，異なる場面で同一ドライ

パーのデータを収集することは難 しいため， ドライ

ビンクシミ ュレータでの実験やドライビングレコ ー

ターの車載が考えられる。

また，提唱した「安全意識ベース運転行動スキー

マモデル」は，行動規定因として心的要因と外的要

因の両方を組み込んだことで，先行研究のモデルよ

りも現実場面をより反映したものとなった。交通工

学においても，切り欠き型の停車スペースを設け幅

員を狭めることによ って走行車両の平均速度が有意

に低下した例 Ci翠田， 1998)やシレンマ感応制御方

式の信号(車群が途切れたタ イミングで信号を黄色

に変化させるような制御)が導入された前後で，左

折以外の類型の事li改が減少していることを示した例

(粛藤， 1998)なと，外的要因に関する研究が盛ん

に行われているが，本研究で扱った外的要因は道路

環境要因でなく ，特に接近車や歩行者，同乗者とい

う他者要因であった。同乗者については， ドライ

ノぐーの属性や同乗者の属性，さらに同乗者の人数に

よって影響が異なることが報告されている(松浦，

2003)が，本研究では同乗者の属性や人数までは記

録しなかったものの，全体として単独運転時よりも

速度を控えることが示されている。さらに，接近車

や歩行者のような他の道路ユーザによ っても， ドラ

イバーの行動がより安全な方向ヘシフトすることか

示された。 このように，“外的要因"にもさまざまな

ものが含まれるが，それらの影響に伴うスキーマの

修正段階においても，安全意識が作用するかどう
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iJ>， 今後さらにモデルの検証を進めてい く必要があ

る。
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